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吉 川 武 男 

本書の特徴を 最初にあ げると次の三つに 要約するこ 

とができる。 まず， マネジメント・ サィェ シスで開発 

された種々の 計量的方法を 豊富に採用している。 第 2 

は行動科学の 理論を原価計算に 取り入れている。 第 3 

は従来から踏襲されている 伝統的原価計算に 計量的方 

法 と行動科学を 無理なく融合させ ，原価計算の 本来あ 

るべき姿を失なわせることなく 経営管理のための 新し 

い原価計算論を 展開している。 

1971 年の AAA における会計カリキュラムに 関する 

二つの委員会は ，それぞれ次のような 内容のステート 

メントを発表している。 まず測定方法委員会は ，会計 

の授業でテーマに 適した計量的方法をできるだけ 使用 

すべきであ ると主張しそれによって 会計専攻の学生 

が数学の時間に 習得した各種の 技法についてその 応用 

可能性を理解することができ ，あ わせて技法そのもの 

が再 強化されるようになるであ ろうと述べている。 ま 

た行動科学に 関する委員会も ，行動科学の 概念と技法 

を会計の ヵ リキュラムの 中に取り入れ ，議論を展開す 

べきであ ると主張している。 

それにもかかわらず ，原価計算の 書物には計量的方 

法や行動科学的方法論がこれまで 採用されていなかっ 

た。 仮にこれらを 採用したとしても ，非常に断片的で 

あ ったり，あ るいは申し訳程度にこれらに 関するテー 

マを取り扱ったにすぎなかった。 たとえば， ダ " チ，バ 

一 ンバーバ及び デム スギ一による 書物が行動科学を 取 

扱っているが ，これらはその 典型的な例と 言えよう。 

(NicholasDopuch,J.G. Bi,nbe,g, J. Demski, Co 丸 

八㏄ oM 舵施 9,  2nd  Ed Ⅲ on,  Harcourt  Brace  Jovano- 

vich, Inc.,  1974,  ch. 8) 

こうした中にあ って本書は最初に 述べた よう に伝統 

的原価計算のテーマと 計量的方法を 自然な形で統合さ 

せ ，学生には伝統的原価計算を 十分理解させつつ ， し 

かもこれまで 学習して来た 数学や統計学の 知識を活用 

できるよ う 十分な配慮が 施されている。 さらに経営管 

理における人間行動の 重要性を鑑み ，計画と統制のた 

めの原価計算の 中にこの行動科学の 理論を導入し 経 

営 管理活動に役立つ 原価計算論を 展開している。 

ここで本書の 目次を紹介すると 次の通りであ る。 

男工部 原価データの 処理 

第 1 章 序 説 

第 2 章 原価態様と専門用語 

第 3 章 原価の集計個別原価計算と 補助部門費 

の 配賦 

第 4 章 原価の集計 : 総合原価計算の 基礎 

第 2 部 短期計画 

第 5 章 会計データに 基づく原価手刷 

第 6 章 C 一 V 一 P 分析㈲ : 単一製品の場合 

第 7 章 C 一 V 一 P 分析 (2): 複数製品の場合 

第 8 章 予算編成㈲ : 直接原価計算と 変動予算 

第 9 章 予算編成 (2): 大綱予算 

第 3 部 業績評価 

築田草 責任会計と製造原価差異 

第 Ⅱ 草 マーケティンバ 部門の業績報告書と 売上 

高差異 

第 12 章 製造原価差異と 有意性 

第 13 章 標準原価計算システム 

第 4 部 上級のテーマ 

第 14 章 結合原価 

第 15 章 在庫計画と統制 

第 16 章 資本予算の編成㈲ 

第 17 章 資本予算の編成 (2) 

第 t8 章 事業部の業績評価と 振替価格 
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第 1 章では原価計算目的を㈹ 計画と統制， (2) 価格政 

策， (3 爪替的 行動の評価， (4) 外部報告のために 原価情 

報を提供する ， と 規定している。 この点に限っては 他 

の書物と比較して 目新しさが見られない。 しかし 

Robinson-Patman Act を紹介しながら 価格政策にあ 

たっての原価計算及び 原価計算担当者の 責務は何であ 

るかを示唆している 点，注目に値しょう。 私事になる 

が学生時代に 米国の大学院で 経営財務論を 受講したと 

き，独禁法の 条文や判例を 研究しなければならなかっ 

た。 このとき独禁法の 重要性を十分認識させられ ， 原 

価 計算にもやがてこの ょう な現象が現われるものと 確 

信していたが ，本書によって 現実になったことを 痛感 

した。 我国の企業も 年々国際化している。 従って，我 

国の原価計算もこうした 問題を含めた 原価計算論を 展 

開しなければならない 時代がまもなくやって 来るであ 

ろ う 。 

第 2 章は原価の態様を 図表を用いて 明瞭に説明して 

いる。 他書との比較でこの 章の特徴をあ げれば，原価 

に関する専門用語，特に 素 価及 製造間接費と 直接費及 

び間接費の分類万法にあ ろう。 

例えば，製造部門を 中心として直接材料費，直接 労 

務費 ，監督者給料，建物や 設備の減価償却 費 ，電力 料 

及び維持費などの 費目をあ げると，製品との 関係で原 

価を跡付けることがで き ， しかも製品の 生産量に伴っ 

て増減する直接材料費及び 直接労務費を 素 価 と規定 

し ，反対に製品との 関係で原価を 跡付けることの 難し 

い原価を製造間接費としている。 一方製造部門との 関 

係で直接原価を 跡付けることができるかど 5 かによっ 

て，直接費と 間接費に分類している。 従って，直接材 

料費，直接労務費，監督者給料，建物や 設備の減価 償 

却 費などは直接費，電力料や 維持費などは 間接費とし 

て分類することが 可能であ る。 ここで重要なことは ， 

どの費目が素 価 であ ってどの費目が 直接費であ るとい 

うことではなく ，むしろ 素価 と製造間接費は 原価を製 

品単位に集計しよ 5 としたと ぎ ，また直接費と 間接費 

は 部門単位に原価を 集計しょうとするときに 用いられ 

る分類名称であ るという点であ る。 ところで製品単位 

に原価を集計するときに 直接費，間接費という 区分を 

してはならないのかどうか。 こついては残俳ながら 明確 

な議論がなされていない。 

第 3 章は伝統的個別原価計算の 方法と補助部門費の 

製造部門への 配賦方法が論じられている。 特に注目す 

べ き 点は，配賦方法に 線型代数を用い ，これに多くの 

ぺ ー ジ な賀 している点であ る。 この種の問題は 1960 年 

代に米国の会計雑誌で 開花 し ，我国では佐藤精一教授 

によって十分紹介されたものであ る。 その内容は，配 

分すべき補助部門費及び 製造部門費を 表わすべクトル 

を B, 補助部門及び 製造部門間のサービスの 授受関係 

を 表わす行列を A, 単位行列を 1 とすると，求める 配 

賦後の補助部門及び 製造部門 費 ，即ち べ クトル X は次 

の通り 表 わされる。 

X=(I 一 A)- 、 B 

ただ問題点を 指摘するならば ，行列 A の内容に十分 

な 配慮がなされていないことであ る。 即ち，各部門と 

も百部門の為に 費消したサービスを 無視している。 

数ヵ月前に 某 石油会社を見学する 機会を得た。 その 

会社は消費電力の 数Ⅲ " 一 セントを電力会社から 購入 

せず自家発電で 賄っている。 しかし電力部門は 自分達 

で 発電する電力の 60 ～ 70% を自家発電の 為に消費しな 

ければならない。 こうした問題はこの 会社に限らず 昔 

から存在している。 

ところで伝統的な 原価配分方法ではこの 種の問題を 

解決しょうとしても 不可能であ り，その結果線型代数 

を 用いた計量的方法がかるいろ 登場したのであ る。 こ 

うした背景にもかかわらず ，本書は自部門のサービス 

の授受を無視しで 議論を進めているのは 誠に残俳であ 

る。 

第 4 章は総合原価計算についてあ まり特殊な問題に 

触れず，平明に 解説している。 本書に限らず 米国の原 

価計算の書物は ，個別原価計算や 総合原価計算をごく 

概略的に説明するにとどまっている。 今日のように 電 

子計算機の普及している 時代には，枝葉末節的な 問題 

にこだわり，原価の 計算そのものに 力を注ぐよりも ， 

作成された資料を 経営計画や統制にどのように 有効に 

利用するかについて 議論する方が 正道なのかもしれな 

い。 

第 5 章は㈲勘定科目分類法， (2 滴仮法， (3b スギャタ 

ー・グラフ 法， ㈲単純回帰分析， (5 厘回帰分析， (6 俳 

線型回帰分析の 特徴を説明しつつ ，それぞれの 方法に 

よる原価の予測について 議論している。 特に重回帰分 

析や非線型回帰分析などは 統計学に関する 基礎的知識 

があ れば十分理解することができ ， しかも統計学上の 

厳密性を失 う ことなく説明されている。 

第 6 章は前章で 尊 びいた原価予測を 受けて，単一製 

品を双提として 損益分岐点分析を 経済学と会計学の 立 
場から比較検討し その全容を明らかにしている。 加 
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えて， 自社生産かそれとも 外部から購入するか ，特定 

製品の生産中止，事業部又は 部門の閉鎖等に 関連する 

意思決定問題への 応用についても 議論を発展させてい 

る。 

第 8 . 9 章は予算編成について 論じ，その中にあ っ 

ても第 8 章はとりわけ 直接原価計算に 力点がおかれて 

いる。 直接原価計算を 原価の計算方法の 一種と考える 

と， これを予算編成の 中で議論するのは 奇異に感ずる 

が，直接原価計算を 利益計画の手段あ るいは利益計算 

の一方法と考えると ，むしろ当然の 帰結と言えよう。 

第 9 章は伝統的予算編成を 力まず手際 よ く説明し 

予算の全体を 理解する上で 優れた構成であ る。 特に付 

録ではデシ ジ " ン ・トリーを用い 不確実性下の 利益分 

析を試み，一層斬新さを 加えている。 願わくば LP や 

GP を用いた予算編成を 展開すると， よ り一層斬新さ 

を 加えることができたであ ろう。 

第 5 ～ 9 章までは経営の 計画的側面に 照準を合わせ 

て原価計算の 役割を論じて 来たが，第 10 ～ 13 章までは 

経営の統制的側面を 意識した原価計算論を 展開するこ 

とになる。 

まず第 10 章は責任会計の 基礎と製造原価の 差異分析 

を 論じて、 、 るが，従来からの 諸説と分析方法を 踏襲し 

ただけで，残俳ながらあ まり斬新さは 見られない。 

第 H 章の特徴は二つあ る。 第 1 は ，マーケティンバ 

部門の業績評価を 別立てで 1 章 設けた点であ る。 原価 

計算の教科書はこれまで 主として製造原価の 分析評価 

に重要性をおくため ，経営活動の 中にあ って重要なテ 

ーマであ るマーケティンバ 活動の業績評価まであ まり 

手がまわらなかった。 第 2 は，第 7 章で議論した LP 

を応用し，材料費の 価格差異，数量差異，混合差異， 

歩留り差異のメカニズムを 体系的に説明している 点で 

あ る。 

第 12 章は求めた製造原価差異の 分析を品質管理と 決 

定理論を基礎として 議論を進めている。 まず求めた製 

造原価差異は 時系列的に管理図表に 記録し，統計的 有 

焦性を基礎にり ，テッド・ チ ， ック を行いながら 発生 

原価を統制しょうとするものであ る。 従って，Ⅹ及び 

R 管理 図 ， チ ，ビシ， ブの 不等式なども 理解しなけれ 

ばならない。 

さらに決定理論を 導入し発生した 原価が管理限界 

線を超えたとき 自動的に原因調査を 行うべきかどうか 

の意思決定について ，取るべき行動の 理論的根拠を 明 

確にしようとしている。 従って，入門程度ではあ るが 

ベイズ戦略も 議論し，将来の 研究テーマを 提示してい 

る 。 

第 13 章は伝統的標準原価計算を 平明に説き，あ まり 

際立った特徴は 見られない。 強いて特徴をあ げれば， 

製品 棚卸 原価の状態を 直接原価計算と 全部原価計算の 

下で，実際原価計算，予定原価計算及び 標準原価計算 

で計算したときの 比 鮫を紹介している 点であ ろう。 

第 14 章は結合原価の 配分を従来の 物理的基準，販売 

価値基準及び 純 実現可能価値基準を 基礎に行ってい 

る。 この章の特徴は 連産品の為の 標準原価計算システ 

ム 及び LP を応用した通産品の 組合せに関する 意思決 

定問題の理論化にあ ろう。 

第 15 章は在庫管理問題を 取扱った章であ るが， EOQ 

モデル，発注京方式及び ABC 分析 と ，従来からの 管理 

方式の域を脱していない。 また PERT や CPM が 紹 

介されているが ， これは多少唐突な 感じがする。 むし 

ろここ数年米国の APICS を中心として 旋風を巻き起 

している MRP をここに折り 込んだ方がより 充実した 

章になったであ ろう。 

第 16 草の特徴は従来からの 投資利益測定モデル ， 即 

ち 回収期間法，会計的投資利益率法，内部利益率法及 

び現在価値法の 議論にとどまらず ，経営財務論で 利用 

されている資本コストの 概念，特に加重平均資本コス 

ト (W,ACC) を採用している 点にあ る。 

第 17 章は伝統的増分原価分析の 議論に加えて ， LP 

や整数計画法による 資本予算の編成と ，不確実性下の 

問題としてデシ ジ 。 ン ・トリ一による 資本予算の編成 

に 注目することができよう。 1970 年代におげる 米国 

の大学院ではウェイシガートナー (H. Ma,tin 晒 'ejn- 

gartner) 。 こ よる「計量的資本予算の 分析」が生産管 

理や数量分析を 専攻する学生の 主要テキストであ っ 

た。 本書はこの技法を 原価計算の立場から 平明に解説 

している。 

第 18 章は事業部の 業績評価と振替価格について ， 特 

に 評価方法として 投資利益率法㊦ 01) 及び内部利益 

率法 (IRR) の二つを取りあ げ，それらの 特徴を詳細 

に説明している。 

振替価格については 経済学的見地から 振替価格の間 

題を理論的に 検討し原価計算上の 問題に対する 論理 

約 説明を施している。 

以上，各章の 内容を批判を 加えながら概説したが ， 

本書はあ くまでも米国における 大学及び大学院生の 為 

の教科書であ る。 従って，原価計算が 直面する諸問題 
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に 対しハウツー 的な方法で解説したり ，あ るいは解 

決の糸口を与えているが ，反対に問題点を 深く検討し， 

極度に ァヵデ 「 " クな 研究成果を与えてくれるもので 

はない。 その点では研究者から 多少物足りない 書物で 

あ ると批判されても 否めない。 

原価計算や管理会計は 一般に useful な 学問となり 

得るが valuabIe な 学問になり難く ， さら ヮこ science 

となり難い分野であ ると言われている。 しかし本書は 

原価計算や管理会計を 将来 valuable で science な学 

問に育てあ げようとする 学生にとってはかっこ う の入 

門書であ ろう。 

( 横浜国立大学 経営学部助教授 ) 


